
























































 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

事業名 マスコットキャラクター活用事業費 事業費 7,339

国庫支出金

事
業
の
概
要

　非核平和都市宣言に基づき、原爆パネル展及び
戦争体験を聞く会の開催、広島平和記念式典中学
生派遣など各種啓発事業を実施し、市民の非核平
和意識の高揚を図り、核兵器のない平和な世界の
実現に寄与する。

事
業
の
内
容

○非核平和都市宣言ＰＲ　庁舎懸垂幕の作成
○原爆パネル展、荒井退造展の開催
○戦争体験を聞く会の開催
○広島平和記念式典中学生派遣の実施
　派遣生徒　28人　派遣業務委託料　2,510,000円

事
業
の
概
要

〇市の公式マスコットキャラクター「とち介」を活用
し、市の効果的なＰＲ及び市民一体感の醸成を図
る。 事

業
の
内
容

〇デザイン使用申請許可事務
〇商標登録の申請・管理
〇キャラクターのスケジュール管理及びイベント等へ
の参加
〇SNS等での情報発信
〇イベントの企画・開催（お誕生会、クリスマス会等）

№ 2 会計 一般 款項目 02-01-02 担当部課 総合政策部 シティプロモーション課

○原爆パネル展の開催　各地域にて開催。来場者数　804人
○戦争体験を聞く会の開催　都賀公民館及び大平公民館にて開催　7月2日、16日　来場者数　125人
○広島平和記念式典中学生派遣の実施　派遣生徒　28人　派遣業務委託料　2,615,138円

予算現額 執行率 96.0%3,066 支出負担行為済額 2,944

県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0

02-01-01 担当部課 総務部　総務課

事業名 非核平和事業費 事業費 3,016

№ 1 会計 一般 款項目

地方債 その他特財 一般財源

0

国庫支出金 県支出金

0 0 3,016

0 0 0 5,872 1,467

№ 3 会計 一般 款項目

　全国的なキャラクターイベントである「ゆるキャラグランプリ2016」に参加し、1,421キャラクター中第４位の成績を
収めた。また、関連イベントである「ゆるキャラforチルドレン」では、グランプリに輝いた。
〇臨時職員賃金　2,679,124円（2名）　〇普通旅費（ゆるキャラグランプリ旅費等）474,400円

予算現額

予算現額 8,019 支出負担行為済額 5,638 執行率 70.3%

一般財源

0 0 0 0 9,254

71.1%

事
業
の
概
要

　市の魅力を伝えていくことで良いイメージを創り、
市を好きになって貰い、住民、来訪者、居住者が増
えていくための取り組みを行う。 事

業
の
内
容

○ふるさと大使の活用
○栃木市ブランド冊子の発行
○栃木市PRポスター、グッズ、プロモーションビデオ
の制作
○シティプロモーション調査
○とち介のブランド化
○ワークショップ開催

事業名 シティプロモーション事業費 事業費 9,254

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財

支出負担行為済額 4,673 執行率6,575

　本市シティプロモーションの基本方針となるTochigi City Promotion Design及び行動計画となるTochigi City
Promotion Creation 1stの策定を行っている。
○シティプロモーション調査委託料　1,447,200円　　　○シティプロモーション策定支援業務委託料　4,019,400円

02-01-02 担当部課 総合政策部 シティプロモーション課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

事
業
の
概
要

　国の採択を受けた「とちぎ蔵の街周辺地区都市再
生整備計画(地方都市リノベーション事業)」の関連
事業として、旧栃木市役所本庁舎跡地において、旧
庁舎等の解体を実施する。

事
業
の
内
容

○業務委託
　・旧庁舎等解体工事監理業務
○工事
　・旧栃木市役所本庁舎及び旧第二別館等の解体

○業務委託　・旧栃木市役所本庁舎等解体工事設計業務委託　6,015,600円

100,000 0 90,000 0 78,931

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

02-01-05 担当部課 財務部　管財課　

事業名 旧庁舎等解体事業費 事業費 268,931

№ 4 会計 一般 款項目

0 0 0 0 32,000

事業名 庁用バス購入事業費 事業費 32,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

80.3%

№ 5 会計 一般 款項目 02-01-05 担当部課 財務部　管財課

予算現額 7,496 支出負担行為済額 6,016 執行率

№ 6 会計 一般 款項目 02-01-06 担当部課 総合政策部　総合政策課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　本市で保有している大型バスは１台のみで、初年
度登録から２３年を経過し、老朽化が進んでいる。利
用者の安心安全確保のため、大型バスを買い換え
るもの。

事
業
の
内
容

○自動車購入費
　・大型バス1台の購入

事
業
の
概
要

　地方自治法の改正により総合計画の策定義務は
なくなっているが、本市では、自治基本条例により、
総合的かつ計画的な行政運営を図るため、策定を
行うこととしている。
　現在の総合計画は、本年度で前期基本計画が終
了となるため、引き続き、基本構想の実現に向け、ア
ンケート調査等の結果を踏まえ、後期基本計画（平
成30～34年度）を策定する。

事
業
の
内
容

○後期基本計画の策定
　・策定委員会・策定懇談会の運営
　・パブリックコメントの実施

・行政評価システム運用事業費
　○総合計画アンケート調査業務委託料　2,862,000円
　　市民8,000人の無作為抽出により、市民満足度調査を実施した。

0 0 0 0 6,151

事業名 総合計画策定事業費 事業費 6,151

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

91.6%予算現額 3,125 支出負担行為済額 2,862 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 3,693 2,955

事業名 三県境整備事業費 事業費 6,648

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 7 会計 一般 款項目 02-01-12 担当部課 総合政策部　遊水地課

№ 8 会計 一般 款項目 02-01-12 担当部課 総合政策部　遊水地課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　栃木県、埼玉県、群馬県の三県に跨る交点付近
について、全国でも珍しい平地の三県境という特徴
を活かし利活用を図るため、現地への誘導案内看
板や来訪者がより安全に立ち入ることができるよう進
入路等の整備を行う。
○整備工事　W=2.0m、L=60m

事
業
の
内
容

○業務委託
　・進入路整備用地測量業務委託
　・誘導案内看板作成業務委託
○用地買収
　・土地購入　A=120㎡
○整備工事　W=2.0m、L=60m

事
業
の
概
要

　渡良瀬遊水地の各種情報発信や利活用の紹介な
どの総合的な案内機能をもち、環境や歴史、レ
ジャー・スポーツなどの会議、学習、研修などの活動
のほか、ガイドなど人材育成の拠点として、藤岡ス
ポーツふれあいセンターを改修し、シンボル施設の
整備を行う。

事
業
の
内
容

○備品購入費
　・展示、研修等に必要な備品購入

（平成２９年３月補正予算計上）
・実施設計等業務委託
・遊水地シンボル施設整備工事

0 0 0 0 2,226

事業名 渡良瀬遊水地シンボル施設整備事業費 事業費 2,226

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 23,902

事業名 地域予算提案事業費 事業費 23,902

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 9 会計 一般 款項目 02-01-14 担当部課 総合政策部 地域づくり推進課他

予算現額 支出負担行為済額 執行率

31.3%予算現額 22,782 支出負担行為済額 7,135 執行率

事
業
の
概
要

　各地域会議より提出された事業計画書に基づき事
業を行う。

事
業
の
内
容

・栃木中央　あいさつリーダー運動スタートアップ事業他4件
・栃木東部　下野国庁跡整備事業　　　　　  　 他1件
・栃木西部　ふるさと看板設置事業　　　　 　   他2件
・大平　　　　大平地域交通事故防止対策事業　 他3件
・藤岡　　　　　道の駅みかもギャラリースペース整備事業　 　　他1件

・都賀　　　　高齢者リフレッシュ事業　　　　     他2件
・西方　　　　西方ふれあいパーク花の滝整備事業
・岩舟　　　　岩舟の郷土歴史伝承事業　　   　他1件

事業が完了しているもの
・栃木中央地域　　　3事業　　　　・大平地域　　　1事業　　　　・都賀地域　　　2事業
・栃木西部地域　　　1事業　　　　・藤岡地域　　　1事業　　　　・西方地域　　　1事業
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 10 会計 一般 款項目 02-01-14 担当部課 総合政策部　総合政策課

事
業
の
概
要

　人口減少や高齢化が進む本市において、地域外
の人材を積極的に誘致し、その定住及び定着を図
り、もって地域力の維持及び強化に資するため、地
域おこし協力隊員を委嘱する。
　民間との協働により、「パーラートチギ」を拠点とし
て隠れた地域資源の発掘・紹介を行うとともに中心
市街地の賑わい創出に向けた活動を行う。

事
業
の
内
容

○地域資源の発掘・紹介に関する活動
○地域資源を使った新商品開発に関する活動
○移住及び定住の促進に関する活動
○地域内の行事及びコミュニティ推進に関する活動
○地域内の賑わい創出に関する活動
○隊員の自由な発想により地域おこしに資する活動

0 0 0 0 3,987

事業名 地域おこし協力隊活動事業費（総合政策課） 事業費 3,987

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 4,000 1,145

事業名 市民活動推進補助事業費 事業費 5,145

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 11 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 総合政策部　地域づくり推進課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

97.4%

№ 12 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　市民生活課

予算現額 5,145 支出負担行為済額 5,009 執行率

事
業
の
概
要

　“とちぎ夢ファーレ”となり６年目を迎える事業であ
り、市民主体のまちづくりの推進のため、主体的・公
益的な市民活動にかかる事業費の一部を助成する
もの。

事
業
の
内
容

○市民活動団体等から申請のあった公益的な事業
に対し、主に栃木市市民協働まちづくりファンドから
なる補助金を交付し、地域の活性化、市民活動の充
実及び協働のまちづくりを推進する。
・補助金交付団体見込数　30件

　４１団体から予算額を超える応募があり、厳正な審査の結果、２９事業に対し合計５００万円の補助金を交付し
た。

事
業
の
概
要

　市民の消費生活の安定と向上を図ることを目的
に、第２次消費生活基本計画（計画期間：平成30年
度～平成34年度）を策定する。 事

業
の
内
容

○第２次消費生活基本計画策定業務委託
　　2,657,000円
　・現状把握、課題分析
　・計画案作成
　・計画書、概要版編集

0 2,657 0 0 0

事業名 第２次消費生活基本計画策定事業費 事業費 2,657

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 0 6,883

事業名 防犯事業費 事業費 6,883

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 13 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課

92.9%

№ 14 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課

予算現額 3,150 支出負担行為済額 2,925 執行率

事
業
の
概
要

　警察及び関係団体と連携協力し、犯罪防止活動
を行う。

事
業
の
内
容

　平成29年度新規事業として防犯カメラ設置補助及
び特殊詐欺対策電話機等購入費補助を行う。
　また、引き続き警察や栃木地区防犯協会等と連携
し、防犯啓発を行う。
・防犯カメラ設置補助金　2,100,000円
・特殊詐欺対策電話機等購入費補助金
                              　　　　　　　1,500,000円

栃木地区防犯協会負担金　1,915,000円

事
業
の
概
要

　栃木市地域公共交通総合連携計画に基づき、高
齢者等の交通弱者の日常生活における移動手段の
確保及び公共交通空白地域の解消を目指して、ふ
れあいバスを運行する。

事
業
の
内
容

○ふれあいバス10路線の運行
（寺尾線、市街地循環線、市街地北部循環線、部屋
線、真名子線、金崎線、大宮国府線、皆川樋ノ口
線、藤岡線、岩舟線）
○運行実績の評価・検証
○運行内容の検討・見直し
○出前講座等による利用促進のためのＰＲ

○ふれあいバス運行補助金…129,804,420円（10路線合計）

0 0 0 0 294,438

事業名 ふれあいバス運行事業費 事業費 294,438

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 10,596 64,928

事業名 蔵タク運行事業費 事業費 75,524

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

44.9%

№ 15 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課

予算現額 289,912 支出負担行為済額 130,093 執行率

67.3%予算現額 77,716 支出負担行為済額 52,316 執行率

事
業
の
概
要

　栃木市地域公共交通総合連携計画に基づき、高
齢者等の交通弱者の日常生活における移動手段の
確保及び公共交通空白地域の解消を目指して、蔵
タクを運行する。

事
業
の
内
容

○蔵タクの運行
○運行実績の評価・検証
○運行内容の検討・見直し
○出前講座等による利用促進のためのＰＲ

○蔵タク運行補助金…38,974,760円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 16 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課

事
業
の
概
要

　本市の効果的な公共交通網の形成を図るため、
国の基本方針に基づき、まちづくりと連携を図り、利
用者や交通事業者等と協議を行いながら「栃木市
地域公共交通網形成計画」を策定する。

事
業
の
内
容

○計画策定業務委託
○各種アンケート調査の実施・取りまとめ
○利用実態調査の実施・取りまとめ
○地域公共交通活性化協議会の開催・協議

0 0 0 0 8,760

事業名 地域公共交通網形成計画策定事業費 事業費 8,760

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 3,001

事業名 男女共同参画プラン第2期計画策定事業費 事業費 3,001

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 17 会計 一般 款項目 03-01-01 担当部課 生活環境部 人権・男女共同参画課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

№ 18 会計 一般 款項目 03-01-01 担当部課 生活環境部 人権・男女共同参画課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　平成２４年度に策定した栃木市男女共同参画プラ
ン（平成２５年度～平成２９年度）を現状にあわせて
見直す必要があるため、男女共同参画プランの第２
期計画を策定する。

事
業
の
内
容

　前年度実施した男女共同参画に関する市民意識
調査の結果を基礎資料として、栃木市男女共同参
画プラン第２期計画（平成30年度～平成34年度）を
策定する。

事
業
の
概
要

　平成２５年度に策定した栃木市人権施策推進プラ
ン（平成２６年度～平成３０年度）を現状にあわせて
見直す必要があるため、人権施策推進プランの第２
期計画を策定する。

事
業
の
内
容

　栃木市人権施策推進プラン第２期計画（平成31年
度～平成35年度）策定のため、市民意識調査を実
施し、調査結果の分析を行う。（調査票発送予定
3,000通）

0 0 0 0 1,719

事業名 人権施策推進プラン第２期計画策定事業費 事業費 1,719

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 0 14,126

事業名 北部健康福祉センター整備事業費 事業費 14,126

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 19 会計 一般 款項目 03-01-01 担当部課 保健福祉部　福祉総務課

55.5%

№ 20 会計 一般 款項目 03-01-02 担当部課 生活環境部  保険医療課

予算現額 24,982 支出負担行為済額 13,863 執行率

事
業
の
概
要

　市民の健康づくりと、生きがいづくりの拠点となる健
康福祉センターを都賀・西方地域に整備する。

事
業
の
内
容

○業務委託
　・実施設計等

※契約総額20,876,400円（契約期間　H28.5.20～
H30.3.15）のうち平成29年度分（債務負担行為設定
済み）

○業務委託　・北部健康福祉センター（仮称）基本設計等　6,760,800円
　　　　　　・北部健康福祉センター（仮称）測量業務　3,078,000円
　　　　　　・西方総合支所車庫・倉庫増築工事設計　3,996,000円

事
業
の
概
要

　重度心身障がい者医療費助成受給資格者に医療
費の助成を行う。

事
業
の
内
容

〇受給資格者の助成申請手続きの不便さを解消
し、生活の安定と経済的負担の軽減を図るため、平
成29年4月から現物給付方式を導入する。
・対象者
　身体障害者手帳１級・２級の方又は、療育手帳
　Ａ１・Ａ２の方等
・対象者数
　約3,000人

・助成件数　：　41,017件
・助成金額　：　174,451,623円
・補助金入金済額（概算払い）　：　55,500,000円

0 85,765 0 0 256,595

事業名 重度心身障がい者医療費助成事業費 事業費 342,360

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 42,288

事業名 福祉タクシー料金助成事業費 事業費 42,288

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

99.9%

№ 21 会計 一般 款項目 03-01-02 担当部課 保健福祉部　障がい福祉課

予算現額 245,226 支出負担行為済額 245,057 執行率

67.6%予算現額 39,746 支出負担行為済額 26,882 執行率

事
業
の
概
要

　電車、バス等の通常の交通機関を利用することが
困難な重度の心身障がい者及び高齢者が通院等
のためタクシーを利用する場合に、その経費の一部
を助成する。

事
業
の
内
容

対象者
身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２、精神障
害者保健福祉手帳１級の手帳をお持ちの方、65歳
以上80歳未満の方で月4回以上通院しタクシーの利
用を必要とする方、80歳以上の方で月1回以上通院
しタクシーの利用を必要とする方に年間最高24枚交
付。

交付人数：6,193人
利用枚数：53,321枚
助成額：26,660,500円　　印刷製本費：221,130円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 22 会計 一般 款項目 03-01-02 担当部課 保健福祉部　障がい福祉課

事
業
の
概
要

　障がい者相談支援専門員等が障がい者等の相談
に応じ、福祉サービス提供等のコーディネート支援
を行うと共に、基幹型相談支援センターとして、市内
の相談支援専門員のスーパーバイズを行う。
　また「親亡き後」の障がい者が、安心して地域で生
活できる地域生活支援システムとしての「栃木市くら
しだいじネット」を制度化し、緊急時支援等を確立す
る。

事
業
の
内
容

〇多様化・複雑化している障がい者の相談に対応
するため、虐待対応や成年後見制度等の専門的相
談を行うと共に障がい者が暮らしやすい地域づくり
を支援するべく、障がい者相談支援専門員6名を配
置する。
〇　「栃木市くらしだいじネット」として、２４時間３６５
日の相談支援体制、緊急時支援（短期入所・居宅
介護・自宅等への駆けつけ対応等）を行う。

○相談支援業務委託料　34,109,576円
○障がい者相談員費用弁償・職員旅費　174,020円

13,248 6,624 0 0 16,837

事業名 障がい者相談支援事業費 事業費 36,709

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 3,732

事業名 高齢者保健福祉計画策定事業費 事業費 3,732

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

95.9%

№ 23 会計 一般 款項目 03-01-03 担当部課 保健福祉部 地域包括ケア推進課

予算現額 36,025 支出負担行為済額 34,547 執行率

0.0%

№ 24 会計 一般 款項目  03-01-03 担当部課 保健福祉部 地域包括ケア推進課

予算現額 2,000 支出負担行為済額 0 執行率

事
業
の
概
要

　高齢者の保健、医療、介護及び福祉の各施策の
基本指針となる栃木市高齢者保健福祉計画・介護
保険事業計画は、現在第６期目（平成２７年～２９
年）であるが、老人福祉法並びに介護保険法によ
り、３年ごとに見直しすることが定められていることか
ら、平成３０年度を初年度とする第７期計画を策定す
る。

事
業
の
内
容

○業務委託
　　高齢者福祉計画作成委託料　　　3,732,000円

○業務委託　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査　1件　1,998,000円
　（H28年12月27日入札済、H28年１月委託契約予定）

事
業
の
概
要

　認知症や障害などで判断機能が低下した高齢者
等の人権や権利を擁護するための相談機能を持っ
た、権利擁護・成年後見センターを開設し、成年後
見制度の普及啓発や市民後見制度の普及啓発及
び市民後見人の育成を行う。

事
業
の
内
容

○権利擁護・成年後見センターに相談員を配置して
成年後見制度等に対する相談を行う。
○市民後見人の育成及び活用に向けた検討委員
会の開催。

　成年後見サポートセンターを栃木市社会福祉協議会に設置して成年後見制度の相談及び普及啓発を行った。
（延相談件数１２４件）
○権利擁護・成年後見センター運営委託料　6,522,000円

0 0 0 0 8,031

事業名 成年後見センター運営事業費 事業費 8,031

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

100.0%予算現額 6,522 支出負担行為済額 6,522 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

11,250 0 0 0 12,849

事業名 多機関協働包括的支援体制構築事業費 事業費 24,099

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 25 会計 一般 款項目  03-01-03 担当部課 保健福祉部 地域包括ケア推進課

21.6%

№ 26 会計 一般 款項目 03-01-03 担当部課 保健福祉部 地域包括ケア推進課

予算現額 12,643 支出負担行為済額 2,730 執行率

事
業
の
概
要

　制度の狭間や複合的な課題を抱える世帯等に対
する支援を行うため、対象者別の縦割りではなく、各
相談機関の横断的な連携体制や相談機関のネット
ワークによるワンストップの相談体制を構築するととも
に、全世代対応型の横断的かつ包括的な支援体制
を構築する。

事
業
の
内
容

○各相談支援機関をコーディネートする相談支援
包括化推進員の配置
○相談支援包括化推進会議の開催
○相談支援包括化ネットワークの構築
○地域に不足する新たな地域資源の創出

　複合的な課題を抱える世帯等に対する相談支援を円滑に行うため包括化推進員（1名）を配置及び各相談支援
機関の実務担当者（専門職）による相談支援包括化推進会議を開催。（3回開催） ＜平成28年10月事業開始＞
○相談支援包括化推進員業務委託　　2,149,200円

事
業
の
概
要

　介護人材不足解消のために、介護人材養成講座
を委託事業により年４回開催して、多様な人材参入
促進を行う。また、一定の所得条件等を満たしてい
るマロニエ専門学校生に対して、市内の介護保険関
係施設や病院等に2年間以上勤務することを条件
に、授業料や就職準備金を補助することによって、
就労意欲を促す。

事
業
の
内
容

○業務委託
　　講座事業委託料　　1,040,000円
〇補助金
　　専門学校生就学支援補助金　　2,000,000円

0 1,040 0 0 2,000

事業名 介護人材緊急確保対策事業費 事業費 3,040

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

64,398 64,398 0 60,161 64,472

事業名 学童保育事業費 事業費 253,429

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0.0%

№ 27 会計 一般 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部　子育て支援課

予算現額 260 支出負担行為済額 0 執行率

75.5%予算現額 264,702 支出負担行為済額 199,953 執行率

事
業
の
概
要

　保護者の就労等により放課後に家庭での保護指
導を十分に受けられない小学校児童に対し、授業
の終了後に児童厚生施設等を利用した学童保育を
実施することで、適切な遊び及び生活の場を提供
し、その健全な育成を図る。

事
業
の
内
容

〇市内全小学校区で実施
　　・公設公営　　　　　　37ヶ所
　　・公設民営(委託)　　7ヶ所
　　・民設民営(委託)　　6ヶ所

〇学童保育支援員賃金                 161,906,000円
〇放課後児童健全育成事業委託料  76,205,000円

○学童保育支援員賃金（131名分）　97,809,228円
○委託料　・放課後児童健全育成事業委託料　81,757,800円
　　　　　　　・システム委託料、警備委託料他　    4,467,063円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 28 会計 一般 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部　保育課

事
業
の
概
要

　栃木市子ども・子育て支援事業計画に基づき整備
される認定こども園について、整備に係る費用の一
部を補助する。 事

業
の
内
容

〇民間において整備する認定こども園への補助
〇保育所等整備交付金（厚生労働省所管）、認定こ
ども園施設整備交付金（文部科学省所管）に係る協
議（補助金の交付申請等）

〇補助金　・認定こども園ふじおか幼稚園　232,426,000円（内示額）

125,321 10,197 36,900 0 4,263

事業名 認定こども園施設整備補助金 事業費 176,681

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 18,346

事業名 子育て支援施設子どもの遊び場整備事業費 事業費 18,346

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0.0%

№ 29 会計 一般 款項目 03-02-04 担当部課 こども未来部　子育て支援課

予算現額 296,713 支出負担行為済額 0 執行率

№ 30 会計 一般 款項目 03-02-05 担当部課 こども未来部　保育課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　市総合計画に掲げられた「市民ニーズに応える子
育て支援環境の整備」の一つとして、「子どもの遊び
場」の整備計画を進める。 事

業
の
内
容

　旧下都賀病院北病棟跡地の既存建物の調査を実
施し、「子どもの遊び場」の基本計画を策定する。

事
業
の
概
要

　栃木市保育所整備基本計画及び「とちぎ蔵の街
周辺地区都市再生整備計画（地方都市リノベーショ
ン事業）」に基づき、老朽化したいりふね保育園とそ
のべ保育園を統合し、子どもたちの安全の確保と良
好な保育環境の整備を図る。
　また、廃園となった保育園の解体を行う。

事
業
の
内
容

○園舎新築工事監理業務委託料（継続費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,047,000円
○園舎新築工事費　（継続費）　　　 139,261,000円
○外構工事費　　　　　　　　　　 　　　  92,197,000円
○備品購入費　　　　　　　　　　 　　　  20,000,000円
○いりふねそのべ保育園解体設計業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,528,000円
ほか

○業務委託　　・監理業務委託　　 5,558,760円
〇工事費　　　 ・新築建築工事　340,000,000円　　　・新築機械設備工事　110,000,000円
　　　　　　　　　 ・新築電気工事　　77,000,000円

113,926 0 107,300 0 38,997

事業名 いりふね・そのべ保育園統合整備事業費 事業費 260,223

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

96.1%予算現額 555,452 支出負担行為済額 533,593 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 0 1,000

事業名 犬猫不妊手術費補助金 事業費 1,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 31 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 生活環境部　環境課

№ 32 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 保健福祉部　健康増進課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　犬猫の無秩序な繁殖を抑制し、飼養者の健全なる
飼育の意識を推進するため、犬及び猫の牝のみ不
妊手術費用に対し飼養者に補助金を交付する。 事

業
の
内
容

○　犬猫不妊手術費補助金
　犬１匹につき　5,000円×112頭＝560,000円
　猫１匹につき　4,000円×110頭＝440,000円

事
業
の
概
要

　妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援を提供
するため、妊娠、出産、育児に関する相談支援に加
え、発達障がい、児童虐待、ＤＶ、子どもの貧困等の
包括的な課題に対しても継続的な相談支援を行う。

事
業
の
内
容

○専門員（母子保健コーディネーター）及び相談員
（子育て支援コーディネーター）を任用し、相談や情
報提供及び必要なサービスに繋ぐ支援を行う。ま
た、支援プランの作成及び保健指導を実施する。
○保健、医療、福祉、教育等に係る関係機関との協
議の場を設け、支援のネットワークを構築する。

1,458 1,458 0 0 3,240

事業名 子育て世代包括支援センター事業費 事業費 6,156

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 30,000

事業名 住宅用太陽光発電システム設置費補助金 事業費 30,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 33 会計 一般 款項目 04-01-03 担当部課 生活環境部　環境課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

57.3%予算現額 31,915 支出負担行為済額 18,286 執行率

事
業
の
概
要

〇地球温暖化防止対策の一環として、住宅用太陽
光発電システムを設置する者に対し、その経費の一
部を補助する。補助額は2.5万円/kwとし、上限
4kw10万円
〇太陽光発電システムにて発電した電力を蓄電し、
生活に必要なエネルギーとして供給できる定置型の
蓄電池を設置するものに対し、その経費の一部を補
助する。補助対象とされた費用の10％、上限10万円

事
業
の
内
容

○　住宅用太陽光発電システム設置費及び蓄電池
補助金件数　300件
○　補助金交付額　30,000,000円

○住宅用太陽光発電システム設置費補助金　208件交付
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 34 会計 一般 款項目 04-01-03 担当部課 生活環境部　環境課

事
業
の
概
要

　道路等における喫煙マナーの向上を図ることによ
り、市民等の身体及び財産の安全を確保し、快適な
生活環境の実現のため「（仮）栃木市路上喫煙に関
するマナー推進条例」を制定しマナーアップを推進
する。

事
業
の
内
容

　○　路上喫煙マナーの向上を図るため、ポスター
パンフレット等により周知を行うほか、路上喫煙が多
い場所の巡回、タバコのポイ捨てが多い場所の吸い
殻等の清掃など各種啓発活動を実施する。

0 0 0 0 265

事業名 路上喫煙防止対策事業費 事業費 265

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 3,990

事業名 環境基本計画改訂事業費 事業費 3,990

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 35 会計 一般 款項目 04-01-03 担当部課 生活環境部　環境課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

№ 36 会計 一般 款項目 04-01-04 担当部課 生活環境部 斎場整備室

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　平成24年度に平成34年度までの10年間の環境基
本計画を策定したが、5年後の中間見直しとして平
成29年度改定を実施する。 事

業
の
内
容

○　栃木市環境基本計画改訂業務委託
○　環境基本計画改訂版印刷　500部
　　環境基本計画改訂版印刷(概要）52，000部
○　環境基本計画改訂版(概要)全戸配布

事
業
の
概
要

　市町合併や超高齢社会の進行に伴い、増加が見
込まれる将来の火葬需要や現斎場の老朽化に対応
するため、斎場の再整備を行う。
　環境影響評価報告書の作成やPFI導入可能性調
査を基に事業手法を決定する。併せて周辺整備事
業の検討を行い、円滑な事業推進を図る。

事
業
の
内
容

○環境影響評価調査業務
○PFI導入可能性調査業務
○火葬炉設備選定アドバイザリー業務
○斎場建設に伴う関係法令調整事務
○周辺整備事業に関する検討　など

○業務委託　・新斎場建設予定地地質調査業務　１件　　5,810,400円
　　　　　　　　 ・新斎場建設予定地用地測量業務　1件　10,692,000円

0 0 0 0 34,306

事業名 斎場再整備事業費 事業費 34,306

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

65.0%予算現額 25,855 支出負担行為済額 16,813 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 0 275

事業名 ごみ分別アプリ事業費 事業費 275

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 37 会計 一般 款項目 04-02-02 担当部課 生活環境部　環境課

№ 38 会計 一般 款項目 04-02-03 担当部課 生活環境部　環境課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　スマートフォンやタブレット端末から、ごみの分け方
や出し方、収集日などを検索できるアプリを導入す
る。 事

業
の
内
容

○　ごみ分別アプリ導入業務委託

事
業
の
概
要

　し尿処理施設の補修を行い、延命化を図り、し尿
を安定的かつ効率的に処理する。

事
業
の
内
容

○　衛生センター受入貯留棟脱臭装置更新等工事
監理業務委託
○　衛生センター受入貯留棟脱臭装置更新等工事

0 0 76,000 0 25,413

事業名 衛生センター施設長寿命化修繕事業費 事業費 101,413

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 29,250 0 0 1,862

事業名 新規就農支援事業費 事業費 31,112

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 39 会計 一般 款項目 06-01-03 担当部課 産業振興部　農業振興課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

59.8%予算現額 22,813 支出負担行為済額 13,632 執行率

事
業
の
概
要

　青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、担
い手の確保と持続的な力強い農業経営基盤を目指
すものである。 事

業
の
内
容

　国庫補助事業の経営開始型補助金「青年就農給
付金」と市単独事業「新規就農サポート事業」の2つ
の制度を活用し、本市で農業経営を行う新規就農
者に対し積極的に支援する。
　また、「新規就農サポート事業」については、利用
しやすい制度に見直しを行い、更なる新規就農者の
確保を図る。

「青年就農給付金」　16名（14経営体） 13,326,118円
「新規就農サポート事業補助金」　1名　300,000円
「旅費（新農業人フェア視察）」　　5,700円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 40 会計 一般 款項目 06-01-03 担当部課 産業振興部　農業振興課

事
業
の
概
要

　栃木市農業公社において実施する「農業機械施
設バンク」を推進することで経営コストを低減し青年
就農の促進及び離農の抑制を図る。
　※「農業機械施設バンク」とは、不要となった農機
具等をリストに登録し、当該情報を譲受を希望する
農業者に提供する制度

事
業
の
内
容

　「農業機械施設バンク」を利用した農業者に対し購
入費及び修繕費の一部を補助する。
・農業機械等補助
・農業施設等補助

0 0 0 0 1,000

事業名 「何とかしたい農」からはじまる事業費 事業費 1,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 12,431

事業名 畜産振興事業費 事業費 12,431

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 41 会計 一般 款項目 06-01-04 担当部課 産業振興部　農業振興課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

96.5%

№ 42 会計 一般 款項目 06-01-05 担当部課 産業振興部　農林整備課

予算現額 289 支出負担行為済額 279 執行率

事
業
の
概
要

　県内の食肉処理施設3施設を統合し、芳賀町稲下
田地区に新食肉センターを整備。㈱栃木県畜産公
社（第3セクター）に対し県内全市町が、出資、整備
費の負担を行い、集荷体制の強化を図る。

事
業
の
内
容

　新食肉センターの整備に伴い、整備費の一部を補
助する。
〇出資金　6,500,000円
〇補助金　5,671,000円（H29)
　　　　　　　22,305,000円（H30）
              19,924,000円（H31）
　　      ※総事業費：119億円

栃木市畜産協議会補助金（58経営体で組織）：249,000円
下都賀地区肉牛枝肉共励会出品負担金　（30頭×1,000円）：30,000円

事
業
の
概
要

　石川排水機場の更新整備及び既存排水路の改修
整備を実施することで、地区内の農地の湛水被害軽
減と住宅の浸水被害防止を図る。
〇部屋南部地区かんがい排水事業
　(受益面積：約140ha)、(総事業費：約15億円)
　(事業期間：H28～H33)、(事業内容：石川排水機
場更新整備、地区内排水路改修整備)

事
業
の
内
容

〇業務委託
　　・排水路路線測量、機能診断　L=1,200m
　　・権利調査、同意徴集書類作成

〇業務委託　・調査設計業務委託　15,155,640円

0 0 0 0 15,500

事業名 部屋南部地区かんがい排水事業費（栃木） 事業費 15,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

71.6%予算現額 21,174 支出負担行為済額 15,156 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

100 6,140 0 20 31,068

事業名 有害鳥獣対策事業費 事業費 37,328

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 43 会計 一般 款項目 06-02-02 担当部課 産業振興部　農林整備課

52.8%

№ 44 会計 一般 款項目 07-01-02 担当部課 産業振興部　商工振興課

予算現額 42,433 支出負担行為済額 22,404 執行率

事
業
の
概
要

　有害鳥獣による農林業被害、生活被害を防ぐた
め、有害鳥獣捕獲駆除と被害地区住民による被害
防除対策を推進する。 事

業
の
内
容

〇有害鳥獣捕獲　（イノシシ・シカ・サル・鳥類等）
○栃木市鳥獣被害対策実施隊による対策
〇被害対策連絡協議会を主体とした被害対策
〇地域主体の被害防除対策の支援
　・獣害対策設備設置費補助金制度
　　(補助率：個人2/3、団体9/10)
　・わな猟免許取得・更新支援事業補助金制度

〇業務委託：有害鳥獣捕獲業務委託　7,270,000円
○補助金　 ：獣害対策設備設置費補助金等　15,000,120円　　他

事
業
の
概
要

　プレミアム付き商品券を発行し、個人消費を喚起
し、市内事業所の売上増による地域経済の活性化
を図る。 事

業
の
内
容

　プレミアム付き商品券を発売するため、事業主体
である栃木市商工経済団体連絡協議会（事務局：
栃木商工会議所）に補助金を交付する。

0 0 0 0 20,000

事業名 プレミアム商品券事業補助金 事業費 20,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 3,000 0

事業名 ビジネスプランコンテスト事業費 事業費 3,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 45 会計 一般 款項目 07-01-02 担当部課 産業振興部　商工振興課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　ビジネスプランコンテストを開催して、優秀な創業
者の支援に加え、若者や女性の創業を促すことによ
り、市内商工業等の活性化に繋げる。 事

業
の
内
容

　市内で創業、若しくは創業を予定する方を対象に
新規性、独自性のあるビジネスプランを募集し、表
彰するとともに創業支援を行う。
　一次審査通過者を対象に各分野の専門家が指導
助言を行う「ブラッシュアップセミナー」等を開催し、
伴走型の事業展開を行う。
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 46 会計 一般 款項目 07-01-03 担当部課 産業振興部　産業基盤整備課

事
業
の
概
要

　企業の新規立地及び移転に関する情報の取集、
企業訪問等の誘致活動を実施すると共に、立地企
業に対する支援制度を活用し、市内への企業誘致
を推進する。

事
業
の
内
容

企業の立地意向調査の実施（1,000社）
企業・金融機関等への訪問
企業誘致パンフレットの作成（1,500部）
各種産業展示会におけるPR
業界専門誌への市内産業団地広告掲載

企業立地意向調査（2,500社）
企業誘致パンフレットの作成（3,000部）
業界専門誌への広告掲載、企業・金融機関等訪問、現地案内等を実施

0 0 0 0 2,401

事業名 企業誘致事業費 事業費 2,401

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 4,480

事業名 「本物の出会い　栃木」デスティネーションキャンペーン誘客促進事業費 事業費 4,480

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

88.2%

№ 47 会計 一般 款項目 07-01-04 担当部課 産業振興部 観光振興課

予算現額 2,122 支出負担行為済額 1,872 執行率

№ 48 会計 一般 款項目 07-01-04 担当部課 産業振興部 観光振興課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　平成29年から31年にかけて本県で実施される春の
大型観光キャンペーン（デスティネーションキャン
ペーン）に向け、より多くの観光客を本市に誘致する
ため、関係機関・団体との連携のもと、集中的な誘
致促進事業を実施する。

事
業
の
内
容

○各種キャンペーンへの参加
○観光ＰＲブックの作成
○イベント負担金

事
業
の
概
要

　栃木市の魅力を広く発信できる、市内の観光資源
（自然・名所旧跡・イベントなど）を撮影した短編動画
を募集し、グランプリの選定後、キャンペーン等での
観光ＰＲやインターネットコンテンツ（各種HP、You
Tube等）にアップするなど活用する。

事
業
の
内
容

○観光動画コンテスト審査員謝礼
○観光動画コンテストグランプリ賞金
○動画コンテストプロモーション委託料

0 0 0 1,500 0

事業名 「みんなでつくる」観光動画コンテスト事業費 事業費 1,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

10,780 5,350 0 5,198 10,645

事業名 建築指導事業費 事業費 31,973

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 49 会計 一般 款項目 08-01-02 担当部課 都市整備部　建築課

78.4%

№ 50 会計 一般 款項目 08-02-02 担当部課 建設水道部　道路河川維持課

予算現額 22,567 支出負担行為済額 17,695 執行率

事
業
の
概
要

・民間木造住宅の耐震化事業(耐震診断・耐震改
修・耐震建替え)に対する補助の拡充を行い、木造
住宅の耐震化を促進する。
・耐震補助制度について、チラシの全戸配布、市
ホームページへの掲載、窓口等による相談、専門技
術者を対象とした講習会等でのPRを行うなど制度の
周知を図る。

事
業
の
内
容

・耐震診断補助　　   30件　限度額   3万円
・補強計画策定補助 10件　限度額   8万円
・耐震改修補助　       5件　限度額100万円
・耐震建替え補助     20件　限度額 80万円 【増額】
・市内請負業者加算分補助（改修、建替え） 【新規】
　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  20件　1件20万円

木造住宅耐震補助金　支出負担行為済額　14,808,000円
（耐震診断補助　 27件,　補強計画策定　 4件,　耐震改修補助　2件,　耐震建替え補助 20件）

事
業
の
概
要

　市内生活道路の簡易舗装箇所を補修することで
舗装率の向上を図る。

事
業
の
内
容

○市内の生活道路舗装補修工事

0 0 180,000 0 20,000

事業名 生活道路舗装補修事業費 事業費 200,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 155,200 0 17,100

事業名 市道D311号線外道路新設改良事業費（栃木仲方） 事業費 172,300

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 51 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 産業振興部　産業基盤整備課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

75.4%予算現額 312,000 支出負担行為済額 235,237 執行率

事
業
の
概
要

・主要地方道栃木粕尾線から千塚町上川原産業団
地への進入路である市道14111（D311）号線外の改
良及び新千塚橋の新設により、産業団地の利便性
を図り、企業誘致を推進する。
（全体計画）
　期間：平成26年度～平成29年度
　総事業量：L=180.0m　W=12.0m

事
業
の
内
容

・工事請負費　164,500,000円（新千塚橋橋梁上部
工事（継続費）、市道14111（D311）号線交差点改良
工事　外）
・補償補填及び賠償金　7,800,000円（電柱移転補
償費）

○工事請負費　工事3件　　　　　　　196,484,000円
○土地購入費　地権者4名10筆　　　　5,031,000円
○移転補償費　建物1棟、電柱移転　33,484,000円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 52 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

事
業
の
概
要

　通学児童の安全な通行を確保するため新たに歩
道を整備する。
○歩道整備工事
　L=780m　W=２．５m(道路幅員９．５m)

事
業
の
内
容

○業務委託
　・物件等調査算定(再積算)
○用地取得
　・土地購入　A=369.85㎡　8筆
　・物件補償　3件

○業務委託　・物件調査算定等　1件　432,000円
○用地取得　・土地購入　A=126.10㎡　3筆　3,202,940円
　　　　　　　 　・物件補償　建物1棟、工作物他　2件　9,567,581円

24,447 0 18,000 0 2,003

事業名 市道1033(106)号線交通安全施設整備事業費(栃木大宮町) 事業費 44,450

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

46,200 0 43,100 0 4,800

事業名 市道1066（F６）号線道路改良事業費（藤岡富吉１区） 事業費 94,100

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

47.2%

№ 53 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

予算現額 28,000 支出負担行為済額 13,203 執行率

82.3%

№ 54 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

予算現額 78,218 支出負担行為済額 64,411 執行率

事
業
の
概
要

　藤岡地域の道路ネットワーク強化と主要施設への
アクセス性向上を図るため、県道蛭沼川連線と国道
５０号を結ぶ幹線道路として新たに整備する。
○道路改良工事　Ｌ＝1,880ｍ　Ｗ＝10.0ｍ

事
業
の
内
容

○道路改良工事　Ｌ＝380ｍ　W=10m
○用地取得
　・土地購入　A＝230㎡
　・物件補償　2件

○修正設計（耐震設計）業務委託料　1,015,200円
○道路改良工事　　Ｌ＝108.8ｍ　Ｗ＝10.0ｍ　55,080,000円
○用地取得　　土地購入　Ａ＝1513.59㎡　4筆　8,315,669円

事
業
の
概
要

　高速道路の利便性向上、地域の活性化、緊急輸
送道路の機能強化等を図るため、東北自動車道の
都賀西方パーキングエリアにスマートインターチェン
ジを設置する。

事
業
の
内
容

○東日本高速道路(株)施行
　・詳細設計
○栃木市施行
　・用地測量
　・物件調査

事業協定負担金　（東日本高速道路(株)施行）　　　　　　　・・・・　１６，５７８，９６２円
・路線測量　　Ｌ＝685m　　5,208,569円　　　　　　　　・調査等管理委託　　１式　　　4,622,443円
・土質調査　　９箇所　　　　5,809,517円　　　　　　　　・事務費          　　　1式　　　　 938,433円

29,955 0 22,000 13,508 11,825

事業名 スマートＩＣ整備事業費 事業費 77,288

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

71.1%予算現額 23,312 支出負担行為済額 16,579 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

21,780 0 16,000 0 1,820

事業名 市道43062（T②－４０２）号線外道路改良事業費（都賀家中） 事業費 39,600

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 55 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

22.3%

№ 56 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

予算現額 48,000 支出負担行為済額 10,712 執行率

事
業
の
概
要

　県道大橋家中線整備による東武日光線第３０５号
踏切除却に伴い、周辺交通の円滑化と歩行者の安
全を確保するため、踏切改良と併せ拡幅改良により
整備する。
○道路改良工事　L=510ｍ　W=８．０ｍ
○第３０３号踏切拡幅工事　Ｌ＝25ｍ　W＝3.5m

事
業
の
内
容

○道路改良工事　Ｌ＝160ｍ　Ｗ＝8ｍ
○用地取得
　・土地購入　A=149㎡　4筆
　・物件補償　2件

○業務委託　・物件調査算定等　2件　6,969,800円
○用地取得　・土地購入　A=43.97㎡　3筆　556,084円
　　　　　　　 　・物件補償　工作物   1件　3,186,000円

事
業
の
概
要

　周辺交通の円滑化と歩行者の安全を確保するた
め、第2中山道踏切改良と併せ拡幅改良により整備
する。
○道路改良工事　Ｌ＝302ｍ　Ｗ＝８．０ｍ
○第2中山道踏切拡幅工事
   Ｌ＝26.0ｍ　Ｗ＝10.0ｍ（歩道　Ｗ＝2.5ｍ）

事
業
の
内
容

○道路改良工事（O１号線部分）　Ｌ＝150ｍ　W=8ｍ

○JR踏切移設拡幅工事委託料　115,394,000円
○道路改良工事（O１号線部分）　Ｌ＝51.4ｍ　11,228,004円
○物件補償　通信ケーブル移転　1,078,268円　○有料道路通行料　　3,920円

18,150 0 14,800 0 1,650

事業名 市道23051・1037（O-30・O-1）号線道路改良事業費（大平下皆川） 事業費 34,600

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

7,040 0 5,100 0 1,360

事業名 市道1006（N1003）号線道路改良事業費（西方金崎） 事業費 13,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

93.2%

№ 57 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

予算現額 137,000 支出負担行為済額 127,704 執行率

94.1%予算現額 7,000 支出負担行為済額 6,588 執行率

事
業
の
概
要

　周辺交通の円滑化と歩行者の安全を確保するた
め、歩道新設と拡幅改良により整備する。
○道路改良工事　Ｌ＝470ｍ　Ｗ＝11.5ｍ 事

業
の
内
容

○業務委託
　・用地調査
○用地取得
　・土地購入　A=372㎡　7筆
　・物件補償　2件

○業務委託　用地測量等１件　6,588,000円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 58 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

事
業
の
概
要

　岩舟駅へのアクセス性向上と、駅周辺の安全で快
適な交通を確保するため、踏切改良と併せ拡幅改
良により整備する。
○道路改良工事　Ｌ＝160ｍ　Ｗ＝６．０ｍ

事
業
の
内
容

○業務委託
　橋りょう改築工事委託（JR委託）　Ｌ＝4.4ｍ
○道路改良工事　Ｌ＝61.3ｍ　W=6ｍ

○委託料　橋りょう詳細設計業務委託　3,888,000円
　　　　　　　雨水排水路線路下横断工事詳細設計（JR)　27,182,000円
○有料道路通行料　　8,170円　　○土地評価手数料　43,200円

28,765 0 21,100 0 2,435

事業名 市道1055（I139）号線道路改良事業費（岩舟静） 事業費 52,300

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

20,350 0 9,500 0 8,150

事業名 橋梁長寿命化修繕事業費 事業費 38,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

65.1%

№ 59 会計 一般 款項目 08-02-04 担当部課 建設水道部　道路河川維持課

予算現額 47,830 支出負担行為済額 31,121 執行率

89.1%

№ 60 会計 一般 款項目 08-03-02 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

予算現額 91,000 支出負担行為済額 81,099 執行率

事
業
の
概
要

　老朽化した橋りょうを長寿命化修繕計画に基づき
補修する。

事
業
の
内
容

〇吾妻橋更新の為の詳細設計
〇橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋梁点検業務委
託
　10ｍ以上橋梁163橋

○業務委託　・地質調査　1件　6,220,800円
　　　　　　　　 ・橋梁点検　4件(10橋)　34,291,680円
○工事　・橋梁修繕工事　1件(1橋)　40,586,400円

事
業
の
概
要

　巴波川の市街地部分である栃木環状線蟹田橋か
らＪＲ両毛線までの区間は、川幅が狭く、また歴史的
な街並を有する観光資源で、拡幅することが困難で
あり、大雨時には浸水被害を起こしていることから、
被害軽減を図るため、適切な雨水排水の処理を計
画し、整備する。

事
業
の
内
容

○雨水排水対策全体計画策定業務委託
・Ａ＝900ha

0 0 0 0 18,000

事業名 巴波川市街地雨水排水対策事業費 事業費 18,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 0 1,746

事業名 シビックコア推進事業費 事業費 1,746

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 61 会計 一般 款項目 08-04-01 担当部課 都市整備部　都市計画課

81.5%

№ 62 会計 一般 款項目 08-04-01 担当部課 都市整備部　市街地整備課

予算現額 730 支出負担行為済額 595 執行率

事
業
の
概
要

　栃木駅周辺地区の活性化の核施設となる国の合
同庁舎整備の促進と民間によるシビックセンターの
早期整備を推進する。
　平成30年度の国の合同庁舎用地と入居予定官署
所在地の用地交換に向けた協議を整える。

事
業
の
内
容

○業務委託
　 ・用地交換に伴う土地利用計画の作成
○合同庁舎関係
　 平成28～29年度　基本設計、実施設計
   平成30年度　　　　用地交換、建設工事着工

○業務委託　・シビックコア敷地実施計画作成　1件　540,000円
○栃木市シビックコア地区整備推進連絡協議会部会（国土交通省）　4回（4/7、8/19、10/18、12/2）
　　　　 　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　 　　　　 　　（財務省）　　　　4回（9/7、10/24、12/2、12/20）

事
業
の
概
要

　岩舟駅周辺地区において、駅へのアクセスや利用
環境整備、それに併せた都市基盤整備により住みよ
い都市環境づくりを目指し、市全体の市街地連携に
おいて機能する地域拠点の形成を図る。
○構想面積　68.3ha

事
業
の
内
容

〇岩舟駅周辺地区整備基本計画の作成
　岩舟駅周辺地区のまちづくりについて、地元関係
者等と協議を行いながら整備基本計画の作成に着
手する。
〇関係機関等との協議
　岩舟駅周辺地区整備基本計画を作成する上での
各種関係機関との協議を行う。

○業務委託　・まちづくり調査　一式　1,890,000円

0 0 0 0 1,050

事業名 岩舟駅南口整備事業費 事業費 1,050

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

211,100 900 198,000 0 35,460

事業名 新大平下駅前地区土地区画整理事業費 事業費 445,460

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

90.3%

№ 63 会計 一般 款項目 08-04-02 担当部課 都市整備部　市街地整備課

予算現額 2,126 支出負担行為済額 1,919 執行率

32.7%予算現額 594,075 支出負担行為済額 194,164 執行率

事
業
の
概
要

　昭和39年に計画決定された新大平下駅前地区内
の駅西口周辺約５.３ｈａを第２地区とする土地区画整
理事業を柱に、既成市街地の生活環境や防災機能
の向上に資する整備等を行い、中心市街地の再生
と良好な宅地の利用増進を図る。
○新大平下駅前第2土地区画整理事業
○新大平下駅前地区都市再生整備計画事業

事
業
の
内
容

○新大平下駅前第2土地区画整理事業
　・物件等調査算定業務
　・道路築造工事
　・物件移転等補償費
○新大平下駅前地区都市再生整備計画事業
　・公共サイン整備工事
　・道路用地購入　820㎡
　・物件移転等補償費

◯業務委託　・物件調査算定等　3件　　22,698,198円
◯工事請負費　・区画道路築造工事等　3件　　20,854,800円
◯物件移転等補償金　・物件補償　住宅、倉庫、工作物等　13件　　150,378,352円（繰越明許を含む）
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 64 会計 一般 款項目 08-04-02 担当部課 都市整備部　市街地整備課

事
業
の
概
要

　市街化区域の縁辺部であり、また都市計画道路沿
いに位置する「平川地区」において、産業系の土地
利用を図るため、土地区画整理事業を導入し適切
な整備、開発を行う。
〇地区面積　約２０ha
〇地権者数　９３名

事
業
の
内
容

〇地形測量等
　施行地区の現況平面図作成のため、基準点測
量、水準測量、地形測量を実施する。
〇市街化区域編入調査
　施行地区の用途地域を定め、市街化区域に編入
するための関係機関協議を行う。

○業務委託　・基本計画作成等　一式　6,642,000円

0 0 0 0 13,121

事業名 平川地区開発事業費 事業費 13,121

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

38,500 0 28,300 0 3,200

事業名 今泉泉川線道路整備事業費（栃木今泉町１・２丁目・日ノ出町） 事業費 70,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

73.7%

№ 65 会計 一般 款項目 08-04-03 担当部課 建設水道部　道路河川整備課

予算現額 9,116 支出負担行為済額 6,721 執行率

88.6%

№ 66 会計 一般 款項目 08‐04‐05 担当部課 建設水道部　公園緑地課

予算現額 30,000 支出負担行為済額 26,590 執行率

事
業
の
概
要

　道路ネットワーク強化と栃木地域東西軸のアクセス
性の向上のため、都市計画道路小山栃木都賀線と
中心市街地を結ぶ幹線道路として新たに整備する。
○道路改良工事　L=950m　Ｗ=16.0～24.0m

事
業
の
内
容

○業務委託
　・物件等調査算定(再積算)
○用地取得
　・土地購入　A=1,865㎡　　7筆
　・物件補償　2件

○業務委託　・用地測量等　3件　26,589,600円

事
業
の
概
要

　総合運動公園利用者が各種運動施設を安全で快
適に利用できるように、老朽化した施設の改修など
を行う。
〇(全体計画)
　・事業期間:平成19年度～平成29年度
　・施設整備:総合体育館、野球場、テニスコート、陸
上競技場、 弓道場等

事
業
の
内
容

〇プールろ過材交換工事
〇テニスコート管理用トラクター購入

〇委託料　テニスコートクラブハウス改修設計業務委託　929,000円　　〇備品購入費バスケットボール用タイマー
〇賃借料　陸上競技場第2種公認検定品賃借料　　　 5,954,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　268,000円
〇工事費　テニスコートクラブハウス改修工事 外1件 15,380,000円

0 0 0 0 15,454

事業名 栃木総合運動公園施設整備事業費 事業費 15,454

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

90.3%予算現額 24,954 支出負担行為済額 22,529 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

10,000 0 9,000 0 10,000

事業名 公園の長寿命化計画策定事業費 事業費 29,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 67 会計 一般 款項目 08‐04‐05 担当部課 建設水道部　公園緑地課

94.9%

№ 68 会計 一般 款項目 08‐04‐05 担当部課 建設水道部　公園緑地課

予算現額 45,500 支出負担行為済額 43,179 執行率

事
業
の
概
要

　高額な費用が予想される都市公園等施設の更新
を、国庫補助を導入し計画的かつ低コストで実施す
るために、公園施設の長寿命化計画を策定する。 事

業
の
内
容

〇公園施設の長寿命化計画策定業務委託

〇委託料　公園施設長寿命化計画策定調査業務委託　外1件　　43,179,000円

事
業
の
概
要

　市の観光拠点のひとつとして、施設の充実と利活
用の促進を図るために、総合公園化計画を策定す
る。 事

業
の
内
容

〇つがの里総合公園化計画策定業務委託

0 0 0 0 3,000

事業名 つがの里総合公園拠点整備事業費 事業費 3,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 4,330

事業名 都市景観形成事業費 事業費 4,330

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 69 会計 一般 款項目 08‐04‐06 担当部課 都市整備部  都市計画課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

96.9%予算現額 10,038 支出負担行為済額 9,730 執行率

事
業
の
概
要

　本市の景観資源を活かし、地域の特性に応じた良
好な景観形成を図るために策定した景観計画によ
り、市民・事業者・行政が一体となった景観まちづく
りを推進する。
　また、景観の保全・活用による本市の魅力向上や
経済の活性化等をより推進するため、国の新たな補
助制度の活用を目指す。

事
業
の
内
容

〇業務委託
　・景観まちづくり事業計画の作成
〇景観計画で定める行為の届出に係る業務
〇景観に関する啓発

〇業務委託  ・景観形成計画図作成業務委託　1件　3,240,000円
〇補助金     ・景観重要建造物等保全補助金　1件　5,000,000円
〇啓発活動の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　 3回（広報紙 6月号・10月号・1月号）、随時ホームページにも掲載
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 70 会計 一般 款項目 08-04-06 担当部課 都市整備部　市街地整備課

事
業
の
概
要

　「とちぎ蔵の街周辺地区都市再生整備計画(地方
都市リノベーション事業)」に基づき、旧栃木中央小
学校跡地において、既存の校舎を、生涯学習活動・
市民活動支援施設として再整備する。

事
業
の
内
容

○業務委託
　・（仮称）地域交流センター整備工事実施設計
    業務

○業務委託　・（仮称）地域交流センター基本設計業務　8,748,000円
　　　　　　　　 ・旧栃木中央小機械警備業務　537,840円

7,250 0 6,500 0 11,489

事業名 （仮称）地域交流センター等整備事業費 事業費 25,239

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

25,607 0 25,600 4,415 0

事業名 市営住宅リフレッシュ事業費 事業費 55,622

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

42.9%

№ 71 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

予算現額 23,763 支出負担行為済額 10,186 執行率

92.7%

№ 72 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

予算現額 59,152 支出負担行為済額 54,832 執行率

事
業
の
概
要

　市営住宅を公営住宅等長寿命化計画に基づき、
長寿命化及び経費の縮減を図るため、計画的な修
繕を行う。 事

業
の
内
容

○長寿命化計画に基づき下記の工事を実施
　・本町市営住宅屋上防水改修工事　中層１棟
　・平井市営住宅屋上防水改修工事　中層１棟
  ・城内南第２市営住宅外壁改修工事　中層１棟
　・城内南市営住宅建具改修工事　低層２棟

○改修等工事　・城内南第２市営住宅屋上防水改修工事（中層２棟）・本町市営住宅排水管改修工事（中層１棟）
　　（設計含）　  ・城内南第２市営住宅排水管改修工事 （中層１棟）　・城内南市営住宅建具改修工事（低層２棟）
　　　　　　　　　　・平井市営住宅排水管改修工事（中層１棟）

事
業
の
概
要

　本市における住生活に関する課題を明らかにし、
課題解決に向けた方策等を示すため、平成２５年３
月に策定された住生活基本計画及び公営住宅等長
寿命化計画について、岩舟地域を含め計画を見直
す。

事
業
の
内
容

○業務委託
　・住生活基本計画及び公営住宅等長寿命化計画
策定業務

2,818 0 0 0 6,050

事業名 住生活基本計画等策定委託事業費 事業費 8,868

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

6,000 0 0 0 6,321

事業名 あったか住まいるバンク事業費 事業費 12,321

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 73 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

73.3%

№ 74 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

予算現額 11,893 支出負担行為済額 8,712 執行率

事
業
の
概
要

　空き家の有効活用を図るとともに、定住人口の増
加と地域の活性化を目的に、空き家バンクにより、空
き家・空き地等の情報提供及び希望者への斡旋を
行う。

事
業
の
内
容

○空き家バンクによる空き家・空き地等の情報提供
○空き家バンクに登録された空き家等のリフォーム
補助
○空き家バンクＨＰの運用

・リフォーム補助の交付　　19件　　8,343,000円　　等

事
業
の
概
要

　各種補助金の交付やＰＲ等、総合的な定住支援に
より、市内全域における定住人口の増加を図る。
　また、宿泊体験施設の整備を行い、観光者や移住
希望者等の交流人口の増加を図る。

事
業
の
内
容

○宿泊体験施設の運営及び整備等
○移住定住ツアーの実施
○各種補助金の交付
　・まちなか定住促進住宅新築等補助金
　・多世代家族住宅新築等補助金
　・まちなか宅地開発奨励補助金
　・結婚新生活支援補助金

・移住定住ツアーの実施
・宿泊体験施設の運営等
・まちなか定住促進新築等補助金の交付　 199件　　47,580,000円　等

42,875 0 0 252 54,010

事業名 定住促進支援事業費 事業費 97,137

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

9,000 0 0 0 11,024

事業名 空き家対策事業費 事業費 20,024

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

40.6%

№ 75 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

予算現額 124,443 支出負担行為済額 50,577 執行率

71.8%予算現額 39,350 支出負担行為済額 28,265 執行率

事
業
の
概
要

　空き家の適正管理と有効活用を促進する施策とし
て、空き家等の改善資金に係る利子補給や、管理
不全な状態となった空き家の解体の費用の一部を
補助する。
　また、空き家等の適正管理及び有効活用に関する
条例に基づき、空き家等の所有者等に対し助言及
び指導を行う。

事
業
の
内
容

○空き家条例に基づく助言及び指導等
○空き家等改善資金利子補給金の交付
○空き家解体補助金の交付

・空き家解体補助金の交付　65件　20,948,000円
・空き家実態調査委託　　             7,236,000円
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 76 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

事
業
の
概
要

　平成２７年９月関東・東北豪雨により片柳市営住宅
が甚大な被害を受け、復旧の見込みがないことか
ら、全棟用途廃止とし、解体を行う。 事

業
の
内
容

○業務委託
　・片柳市営住宅解体工事設計業務
○工事
　・片柳市営住宅解体工事

0 0 0 96,337 0

事業名 片柳市営住宅解体事業費 事業費 96,337

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 1,000 2,741

事業名 消防団員装備品整備事業費 事業費 3,741

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 77 会計 一般 款項目 09-01-02 担当部課 消防本部　消防総務課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

№ 78 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　消防総務課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　消防団員の装備の基準に基づき、災害現場での
活動性及び安全性を向上させるため、安全装備品
を計画的に整備していく。 事

業
の
内
容

〇救助用半長靴の整備（420足）

事
業
の
概
要

　災害時に支障をきたすことのないよう、老朽化した
消防ポンプ自動車を更新し、迅速かつ機能的な災
害活動を行う。 事

業
の
内
容

〇消防ポンプ自動車購入　2台
　　大平方面隊第3分団第1部
　　都賀方面隊第3分団

0 0 26,300 0 1,596

事業名 消防ポンプ自動車等購入事業費 事業費 27,896

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 0 1,000

事業名 消防庁舎整備事業費 事業費 1,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 79 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　消防総務課

№ 80 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　消防総務課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　消防本部・消防署及び各分署（岩舟分署を除く）
の老朽化、狭あい化した消防庁舎を計画的に整備
していく。 事

業
の
内
容

〇基本構想策定業務委託
　・消防庁舎整備に向け検討委員会を設置し、基本
構想の策定を進めていく。

事
業
の
概
要

　消防施設、消防装備を整備する経費に充てるため
の財源を積立てる｡

事
業
の
内
容

○主にふるさと納税等の寄附金から積立てを行う。
○基金は、消防施設及び消防装備の整備に必要な
財源に充てる場合に限り処分を行う。

0 0 0 2 0

事業名 消防基金積立金 事業費 2

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 40,300 0 3,100

事業名 高規格救急自動車購入事業費 事業費 43,400

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 81 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　警防課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　平成１８年に配備し老朽化した栃木市消防署都賀
分署の高規格救急自動車を、救急活動時に市民に
対し、より高度な応急処置を提供するとともに、救命
率向上を図るため更新する。

事
業
の
内
容

〇高規格救急自動車１台購入
　 （栃木市消防署都賀分署）
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 82 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　警防課

事
業
の
概
要

　平成９年に配備し老朽化および性能が低下してい
る栃木市消防署の救助工作車を、複雑多様化する
各種災害による被害を軽減し、迅速かつ効果的に
災害活動を行うため更新する。

事
業
の
内
容

〇救助工作車１台購入
　 （栃木市消防署）

32,572 0 129,900 0 14,737

事業名 救助工作車購入事業費 事業費 177,209

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 87,600 0 1

事業名 高機能消防指令センター更新事業費 事業費 87,601

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 83 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　通信指令課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

№ 84 会計 一般 款項目 09-01-05 担当部課 総務部　危機管理課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　平成１７年に設置し老朽化した高機能消防指令シ
ステムは、部品の製造が終了しており、システムが故
障した場合１１９番通報を受信できなくなるなど重大
な影響を及ぼす恐れがあることから、指令システムの
一部を更新する。

事
業
の
内
容

○１１９番通報受付の安定したシステムの稼働を確
保するため、一部更新を実施する。
  ・通信制御系システム更新委託

事
業
の
概
要

　避難や武力攻撃事態等の市民の身体・生命を脅
かすおそれのある緊急情報について、市民への迅
速かつ確実に情報を伝達するために、緊急防災情
報伝達システムの整備を図る。

事
業
の
内
容

○同報系防災行政無線
　・実施設計
　・システム改修
　・設置工事
○河川等監視カメラ
　・設置工事

○同報系防災行政無線　　・実施設計　　1,782,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　・システム改修　　142,020,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　・設置工事　46か所　65,556,000円

0 0 246,600 0 1,873

事業名 緊急防災情報伝達システム整備事業費 事業費 248,473

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

90.8%予算現額 230,465 支出負担行為済額 209,358 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 0 1,500 8,573

事業名 防災ラジオ普及事業費 事業費 10,073

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 85 会計 一般 款項目 09-01-05 担当部課 総務部　危機管理課

54.4%

№ 86 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　教育総務課

予算現額 22,091 支出負担行為済額 12,019 執行率

事
業
の
概
要

　平成２７年度にコミュニティＦＭ放送局「ＦＭくらら８
５７」が開局したことに伴い、災害発生時や気象情
報、避難に関する情報を市民に迅速に提供するた
め、市民への防災ラジオ（緊急告知ラジオ）の普及を
図ることを目的に、受注生産方式の防災ラジオ（緊
急告知ラジオ）を市が購入し、購入希望者に販売す
る。

事
業
の
内
容

○災害発生時や気象情報、避難に関する情報を市
民に迅速に提供するため、受注生産方式の防災ラ
ジオ（緊急告知ラジオ）を市が購入し、購入希望者
には市が一部を助成して販売する。
・防災ラジオ購入　800台

○防災ラジオ購入　1,050台　11,947,824円
○広報とちぎ折込み手数料　71,053円

事
業
の
概
要

　「とちぎ未来アシストネット」によって構築されてきた
学校・家庭・地域のパートナーシップを基盤に、学校
運営協議会制度を市内全小中学校に導入する。
　学校運営について、校長を含めた委員の合議制
による協議を行うことで、学校・家庭・地域のさらなる
連携協働体制の強化と「地域とともにある学校づく
り」の推進を目指す。

事
業
の
内
容

〇市内44小中学校すべてに、9人以内で組織する
学校運営協議会（コミュニティ・スクール）を設置す
る。
〇各委員の認識を深めるために、外部講師による研
修会を開催する。
〇学校運営協議会制度の啓発のためにリーフレット
を作成する。

0 0 0 0 3,590

事業名 コミュニティ・スクール運営事業費 事業費 3,590

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 61,601

事業名 小・中学校英語教育事業費 事業費 61,601

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 87 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　学校教育課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

74.0%予算現額 53,812 支出負担行為済額 39,828 執行率

事
業
の
概
要

　児童生徒のコミュニケーション能力を高め、外国語
活動や英語学習への意欲向上を図るため、市内小
中学校へ外国語指導助手を派遣する。
　また、平成32年度から実施される小学校外国語活
動のカリキュラムについての研究を行う。

事
業
の
内
容

〇ＡＬＴ（外国語指導助手）18名の配置
〇ＡＬＴとのTT授業の実施
〇小学校外国語活動の教科化に伴うカリキュラム編
成の研究
〇中学校英語の指導、方法等についての研究

〇外国語指導助手の配置　１６名
〇イングリッシュキャンプ、イングリッシュセミナーの開催
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 88 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　学校教育課

事
業
の
概
要

　スクールソーシャルワーカーを配置し、問題を抱え
た児童生徒を取りまく環境に働きかけ、学校、家庭、
地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の悩みや抱え
ている問題の解決に向けて支援する。

事
業
の
内
容

○スクールソーシャルワーカー2名を配置し、福祉機
関などの関係機関をつなぎ、児童生徒が抱えた問
題の解決の支援をする。
○児童生徒支援チームの一員として、児童生徒、保
護者、学校現場からの相談に対応する。

〇スクールソーシャルワーカー配置人数　　2名
〇相談件数　　８１件

0 0 0 0 4,986

事業名 スクールソーシャルワーカー配置事業費 事業費 4,986

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 160

事業名 小中一貫教育推進事業費 事業費 160

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

74.7%

№ 89 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　学校教育課

予算現額 5,104 支出負担行為済額 3,815 執行率

44.2%

№ 90 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 総合政策部　蔵の街課

予算現額 721 支出負担行為済額 319 執行率

事
業
の
概
要

　市内全中学校区ごとに「目指す子ども像」の実現
に向け、小中学校9年間の一貫性のある教育を実施
し、学校運営協議会等を活用した、学校改善に取り
組む体制づくりを行う。

事
業
の
内
容

〇2中学校区をモデル校として、学校評価アドバイ
ザーの指導助言を受けながら、特色ある教育課程の
編成及びその改善のための学校運営協議会を活用
した学校評価についての研究を行う。
〇小中一貫教育ガイドラインに基づき、全小中学校
で地域の特性を踏まえた特色ある小中一貫教育を
実施する。

〇研究ブロック推進委員会の開催　　都賀ブロック：３回、寺尾ブロック：３回
〇栃木市小中一貫教育ガイドラインの作成

事
業
の
概
要

　嘉右衛門町伝建地区内の味噌製造工場跡地を取
得し、文化財の保存及び周辺に残る歴史的建造物
と一体となった町並み保存並びに人と文化の交流を
目的とした活用により、文化的向上に質するまちづく
りの拠点施設として整備を図る。

事
業
の
内
容

○痕跡調査・復元図及び変遷図作成
○破損調査・破損図作成及び破損写真撮影
○耐震簡易診断
○利活用計画策定
○例幣使街道沿い建造物の修理設計

○現況測量及び現況図面作成委託料　18,360,000円
○拠点施設用地内建物安全対策工事　4,565,000円

0 0 0 0 45,410

事業名 伝建地区拠点施設整備事業費 事業費 45,410

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

86.4%予算現額 26,736 支出負担行為済額 23,106 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

23,376 6,958 0 0 24,185

事業名 伝統的建造物群保存事業費 事業費 54,519

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 91 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 総合政策部　蔵の街課

66.3%

№ 92 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

予算現額 51,374 支出負担行為済額 34,049 執行率

事
業
の
概
要

　文化財保護法に基づく伝統的建造物群保存地区
を指定し、伝統的建造物を修理保存していくととも
に、その他の建築物等についても修景を促進するこ
とにより、歴史的な町並み景観の形成を図る。

事
業
の
内
容

歴史的な町並み景観の形成推進を図る。
○伝統的建造物修理等補助事業
　・伝統的建造物修理　5件
○伝統的技術継承事業支援
○市民啓発事業
○保存審議会の開催
○防災計画策定
○伝建地区履歴調査

○伝統的建造物修理等補助事業
　・伝統的建造物修理　4件　　31,105,000円
○嘉右衛門町伝建地区防災計画策定に係る調査業務委託料　2,000,000円

事
業
の
概
要

　「とちぎ蔵の街周辺地区都市再生整備計画（地方
都市リノベーション事業）」に基づき、市ゆかりの先人
たちやそれを育んだ背景を紹介するとともに、文化・
芸術の振興を図るための拠点施設として文化芸術
施設等を整備し、集いと賑わいの創出を図る。
○（仮称）文化芸術館（美術館、新築）
○（仮称）文学館（資料館、旧市役所別館改修）

事
業
の
内
容

○（仮称）栃木市文化芸術館・文学館に係る実施設
計
○文化芸術施設等整備検討審議会による調査検討

○基本計画及び基本設計・実施設計業務委託　H28分　21,727,440円（2年契約、契約額51,732,000円）
○市民ワークショップ運営業務委託、別館精密調査業務委託　計4,125,600円
○文化芸術施設等整備検討審議会委員報酬、費用弁償等　計327,060円

4,050 0 20,000 0 16,121

事業名 (仮称）文化芸術館等整備事業費 事業費 40,171

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 2,075 0

事業名 「鍾馗図」「三福神の相撲図」複製画作製事業費 事業費 2,075

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

44.9%

№ 93 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

予算現額 58,325 支出負担行為済額 26,181 執行率

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　市が所有する喜多川歌麿の肉筆画３点「女達磨
図」「鍾馗図」「三福神の相撲図」は、作品保護のた
め展示期間が限られているため、常時展示が可能
な複製画を作製して、栃木と歌麿のゆかりの発信と
ともに観光客の誘客を図る。

事
業
の
内
容

〇既に作製済である「女達磨図」の複製画に加え、
「鍾馗図」及び「三福神の相撲図」の複製画を作製
し、3点揃っての常時展示を可能にする。
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 94 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

事
業
の
概
要

　市内に存在する中世城郭群について調査を行
い、本市の中世像を明らかにする。
　西方城近辺の城郭について、市史跡として保存を
進める。
　平成２９年度は有識者による懇談会を立ち上げ、
平成３０年度以降に測量や発掘調査を行う。

事
業
の
内
容

〇懇談会の立ち上げ
・調査指導委員謝金、委員旅費
〇栃木県立博物館特別企画展「中世宇都宮氏」実
行委員会負担金

0 0 0 0 370

事業名 ふるさとの城郭群再発見事業費 事業費 370

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 35,327

事業名 栃木文化会館空調設備改修事業費 事業費 35,327

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 95 会計 一般 款項目 10-04-05 担当部課 生涯学習部　文化課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

70.8%

№ 96 会計 一般 款項目 10-05-01 担当部課 生涯学習部 スポーツ振興課

予算現額 82,075 支出負担行為済額 58,126 執行率

事
業
の
概
要

　栃木文化会館の築年数が３２年を経過している
為、ホール棟の空調設備を調査し、その後実施設
計を行い、ホール棟全館の空調機器を制御する自
動制御装置の改修工事を優先に施工する。
　また、実施設計完了後に更新などの年度計画を組
み立て、計画的に更新・改修工事を行う。

事
業
の
内
容

○業務委託
　・空調設備改修工事調査
　・空調設備改修工事実施設計
〇工事
　・空調自動制御機器改修工事

○文化会館施設整備事業費
　　栃木文化会館小ホール系統空調機更新工事　41,040,000円

事
業
の
概
要

　日独両国のスポーツ少年団の優れた青少年およ
び指導者の相互交流により友好と親善を深め、国際
的能力を高めると共に、両国の青少年スポーツの発
展に寄与することを目的とする。

事
業
の
内
容

　国際経験豊かな指導者を育成するため、日独両
国のスポーツ少年団のリーダーが互いに相手国を
訪問し、グループに分かれて各地でホームステイを
するとともに、スポーツ交流や視察研修等のプログラ
ムを実施する。
　毎年、団員の派遣と受入を同一時期に実施してお
り平成29年度においては、本市が受入事業を受託
する。

0 500 0 0 750

事業名 日独スポーツ少年団交流事業費 事業費 1,250

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

予算現額 支出負担行為済額 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

0 0 11,000 20,000 3,679

事業名 運動場夜間照明施設更新事業費 事業費 34,679

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 97 会計 一般 款項目 10-05-02 担当部課 生涯学習部 スポーツ振興課

№ 98 会計 一般 款項目 10‐05‐03 担当部課 教育部　保健給食課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　学校開放事業における小中学校運動場夜間照明
施設は、設置後30年以上が経過しており老朽化が
著しいため、運動場夜間照明施設の更新工事を行
う。
〇運動場夜間照明施設更新工事

事
業
の
内
容

○運動場夜間照明施設更新工事（南小学校）
　・被照明面積　5,572 ㎡
　・平均照度　　134 LX
　・コンクリート支柱交換　7本
　・ＬＥＤ投光器設置　26台
　・電気設備工事

事
業
の
概
要

　調理場は、昭和５５年に整備され３５年以上が経過
し、施設や設備の腐食が見られるなど老朽化が激し
く進んでいるため、建替えを行う。 事

業
の
内
容

【平成２９年度事業内容】
〇測量業務委託
〇基本設計・実施設計業務委託

平成30年度：実施設計・施設建築
平成31年度：施設建築
平成32年4月開設

0 0 0 0 6,696

事業名 吹上小学校給食共同調理場整備事業費 事業費 6,696

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

375 187 0 420 518

事業名 地域リハビリテーション活動支援事業費 事業費 1,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 99 会計 介護（保） 款項目  05-01-03 担当部課 保健福祉部　地域包括ケア推進課

予算現額 支出負担行為済額 執行率

予算現額 支出負担行為済額 執行率

事
業
の
概
要

　通所や訪問サービス、地域ケア会議、サービス担
当者会議及び住民主体の通いの場等においてリハ
ビリテーション専門職等の指導により介護予防の取
り組みを推進する。

事
業
の
内
容

○介護予防に関する支援を行うために理学療法
士、作業療法士等を地域での予防活動や地域ケア
会議への派遣を行う。
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 100 会計 介護（保） 款項目  05-02-05 担当部課 保健福祉部　地域包括ケア推進課

事
業
の
概
要

　地域支え合い活動推進条例に基づく地域での高
齢者の見守り体制の構築や認知症に対する普及啓
発及び自治会等おける支え合い活動に対する支援
を行う。

事
業
の
内
容

○高齢者の見守り体制構築のための講座の開催や
認知症の方を地域で支えるための普及啓発を行う。
○地域での支え合い活動を推進するための地域支
え合い活動対象者名簿の作成及び管理を行う。

地域支え合い活動対象者名簿作成のための意向調査及び名簿の作成、地域支え合い活動推進講演会を開催
した。
○見守り活動意向調査業務委託料　3,459,240円

1,142 571 0 0 1,215

事業名 高齢者地域見守り支援事業費 事業費 2,928

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

2,415 1,206 0 0 2,573

事業名 認知症初期集中支援推進事業費 事業費 6,194

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

59.6%

№ 101 会計 介護（保） 款項目  05-02-06 担当部課 保健福祉部　地域包括ケア推進課

予算現額 6,879 支出負担行為済額 4,102 執行率

0.0%

№ 102 会計 下水 款項目 02-01-02 担当部課 建設水道部　下水道建設課

予算現額 259 支出負担行為済額 0 執行率

事
業
の
概
要

　認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症
初期集中支援チーム」を設置して、早期診断・早期
対応に向けた支援体制を構築する。 事

業
の
内
容

○認知症サポート医1人と認知症初期集中支援員
（専門職）2名の配置を行う

認知症初期集中支援チームの設置に向けて、医師会等との協議及び事業実施要綱等の整備を行った。

事
業
の
概
要

　公共下水道事業計画区域において、公共下水道
管渠等を布設する。
○全体整備面積　4,504.4ha 事

業
の
内
容

○管渠整備　延長L=11,500m
　　　　　　　　φ150～250mm
　 整備面積　50.0ha
○大岩藤処理区　全体計画及び事業計画見直し

○業務委託　・実施設計業務委託　5件　34,084,800円
○工事請負　・公共下水道整備工事　53件　724,543,920円
　　　　　　　　 ・汚水桝設置工事　127件　59,297,143円　　・舗装復旧工事　20件　164,514,400円

200,000 0 523,600 38,881 0

事業名 公共下水道建設事業費 事業費 762,481

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

66.5%予算現額 1,507,281 支出負担行為済額 1,002,988 執行率
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

85,000 0 76,500 0 38,500

事業名 公共下水道雨水渠整備事業費 事業費 200,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 103 会計 下水 款項目 02-01-02 担当部課 建設水道部　下水道建設課

82.9%

№ 104 会計 千塚町上川原 款項目 01-01-01 担当部課 産業振興部　産業基盤整備課

予算現額 65,000 支出負担行為済額 53,904 執行率

事
業
の
概
要

　永野川を放流先とする永野川左岸第１排水区の永
野川左岸１号幹線流末部の整備及び幹線を補完す
る調整池を整備する。 事

業
の
内
容

○雨水渠実施計画
○樋門実施設計
○物件補償
○用地買収

○業務委託　・土地価格変動状況調査　1件　129,600円　　   ・物件調査等業務委託　5件　16,221,600円
○用地取得　・土地購入　A=694.53㎥　4筆　16,125,867円　　・物件移転補償　1件　21,426,634円

事
業
の
概
要

　本市将来の財源確保、地域経済・産業の活性化
や新たな雇用機会の創出を図るため、栃木ＩＣから
２．５ｋｍという環境を活かした本地区に、企業立地
の受け皿となる産業団地の造成を行う。
○区域面積　約３７ｈａ

事
業
の
内
容

○土地区画整理審議会や関係行政機関との協議
等を継続して行う。
○造成、区画道路舗装工事等を実施する。
○環境影響モニタリング調査を行う。
○本格分譲を開始する。

○工事請負費　工事8件　　　　　　　481,777千円
○土地購入費　地権者6名4筆　　 　　7,699千円

0 0 213,900 1 48,905

事業名 千塚町上川原産業団地造成事業費 事業費 262,806

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

120,000 0 80,000 37,039 193,990

事業名 寺尾地区簡易水道事業費 事業費 431,029

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

85.3%

№ 105 会計 水道 款項目 01-01-02 担当部課 建設水道部　水道建設課

予算現額 614,840 支出負担行為済額 524,549 執行率

88.0%予算現額 481,208 支出負担行為済額 423,493 執行率

事
業
の
概
要

　寺尾地区に簡易水道を導入し、取水・導水・浄水・
配水の各施設を整備し、水道未普及地域への普及
を行う。(全体計画)期間平成25年度～平成31年度
総事業量
①星野浄水場系　取水施設3ヶ所・浄水施設1ヶ所・
配水池2池・増圧ポンプ場2ヶ所・配水管32,000m
②出流浄水場系　取水施設3ヶ所・浄水施設1ヶ所・
配水池2池・配水管2,800m

事
業
の
内
容

〇配水管布設実施設計業務委託
〇施設整備　星野浄水場非常用発電機設置
〇配水管布設
　　梅沢町　L=6,000m
  　星野町　L=1,700m

〇星野浄水場建設
〇配水管布設　　　配水本管(栃木粕尾線)　L=1,500m    尻内町　L=700m
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成２８年度執行状況 （平成２８年１２月末時点）

№ 106 会計 水道 款項目 01-01-05 担当部課 建設水道部　水道建設課

69.9%予算現額 214,781 支出負担行為済額 150,171 執行率

事
業
の
概
要

　国庫補助事業を導入し、老朽化した石綿セメント
管の布設替えを行う。

事
業
の
内
容

〇石綿管布設替実施設計業務委託
〇石綿管布設替
　　藤岡地域   L=  800m
　　岩舟地域   L=1,300m

〇石綿管布設替       藤岡地域　　L=  830m
　　　　　　　　　　　　　　岩舟地域　　L=1,300m

53,000 0 20,000 6,396 112,088

事業名 老朽管更新事業費 事業費 191,484

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源
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